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研究要旨 

地球規模の保健課題（グローバルヘルス）は今、大きな変革期を迎えている。ミレニアム

開発目標（MDGs）の達成期限は間近であり、また世界的な高齢化や非感染症疾患（NCD)

の蔓延などポストMDGsのさまざまな課題も山積している中で、国際社会は新たなグローバ

ルヘルス戦略を必要としている。同時に、世界的な健康格差の増大や経済危機が、グローバ

ヘルス領域においても影響を及ぼしつつある。こうした状況の中、本研究の目的は、平成23

年度に出版された「ランセット誌」日本特集号における提言を具現化し、変革期にあるグロ

ーバルヘルス分野における我が国の科学的かつ戦略的な保健政策提言に資する研究を推進

することである。 

平成24年度は、我が国の保健政策分析に必要な世界の疾病負担研究、途上国における保健

財源と革新的財源の研究、介入戦略についての系統的レビュー分析を進めた。平成25年度（最

終年度）は、24年度に実施された実績をふまえて、本研究班からの成果をまとめ、英文論

文や海外での学会や会議にて発表した。 

世界の疾病負担研究では、MDG4〜6の進捗に加え、健康転換の状況に大きなばらつきが

あることが示された。先行研究のレビューから、費用対効果の高い母乳育児の促進は、若干

のインフラ整備と介入によって改善することが可能であり、国内で子供の健康格差を縮小す

るための鍵となることが明らかになった。さらに、条件付き現金給付を用いる際の阻害要因

を分析した。生活習慣病の増大に直面する発展途上国であるネパールの事例では、成人(20

歳以上)では、高血圧(10.5％)が次いで多く、糖尿病も3.7％の成人で罹患が見られた。高額

医療費自己負担の危険因子を分析したところ、糖尿病、喘息、心臓病が最貧困層において主

な危険因子であった。バングラデシュでは、成人のうち4人に１人が高血圧に罹患し、10人

に1人が糖尿病を罹患していたことが分かった。高血圧と糖尿病に罹患した成人人口のうち、

50%以上が自身の健康状態に関して自覚していなかった。教育は、糖尿病と高血圧の治療と

管理に高い影響を与えた。また、国際共同研究により、ガバナンスの改善、セクター間の連

携、そしてプライマリ・ヘルスケアが、健康転換に直面している低所得国において効果的な

医療財政システムを可能にし、持続可能性を維持するために重要であることが分かった。 

多くの国々がUHCに向かい動き始め、日本も国内の保健医療制度を維持するにあたり課題

に直面する今日、我が国の知見を生かしながらグローバルヘルスにおける戦略策定とコミッ

トメントにより，日本には世界の保健医療の改善に大きく貢献できる可能性があることが示

唆された。  
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Ａ．研究目的 

 地球規模の保健課題（グローバルヘルス）

は今、大きな変革期を迎えている。ミレニア

ム開発目標（MDGs）の達成期限は5年を切り、

また世界的な高齢化や非感染症疾患（NCD）

の蔓延などポストMDGsのさまざまな課題も

山積している中で、国際社会は新たなグロー

バルヘルス戦略を必要としている。同時に、

世界的な健康格差の増大や経済危機が、グロ

ーバヘルス領域においても影響を及ぼしつ

つある。また、パートナーシップの興隆、イ

ノベーションの活用、新興国のドナー化、革

新的財源、成果主義などの潮流が顕著にあら

われているのがグローバルヘルスである。 

 我が国はこの50年間で世界でも最高レベ

ルの保健アウトカムを達成したのに加え、公

平な国民皆保険制度を構築し、低医療費で維

持してきた。これらを背景に、日本は今後の

グローバルヘルスに関わる取組みを推進・支

援する指導的役割を果たしうる立場にある。

しかし、その潜在性の高さに比べ、日本のグ

ローバルヘルスへの関与は顕著とはいえな

い。 

 本研究代表者らは、平成23年度には、皆保

険制度導入から50周年の我が国の保健医療

制度の諸課題を包括的に分析し、グローバル

ヘルスに関する提言を含む6つの学術論文を

英国「ランセット誌」日本特集号において発

表し、世界に向けて我が国の教訓を発信する

ことに成功した。この中で、本研究代表者ら

は、多くの国々が国民皆保険に向かって動き

始め、日本も国内の保健医療制度を維持する

にあたり課題に直面する今日、グローバルヘ

ルスにおける戦略策定とコミットメントに

より、日本には世界の保健医療の改善に大き

く貢献できることを指摘した。 

 本研究の目的は「ランセット誌」日本特集

号における提言を具現化し、変革期にある我

が国のグローバルヘルス分野における科学

的かつ戦略的な保健政策提言に資する研究

を推進することである。具体的には、ガバナ

ンス、介入、財源について詳細な分析を行い、

我が国の国際貢献におけるパラダイムシフ

トを起こすための先駆的な役割を果たす。 

 この研究により、わが国のグローバルヘル

スにおけるプレゼンスと知的貢献を推進す

る。さらに、我が国の過去50年間の知見およ

び課題を世界と共有するネットワークを形

成し、ポストMDGsにおいて具体的な支援策を

開発しアジェンダ設定に積極的に関与して

いく、我が国のリーダーシップの発揮に寄与

することが可能である。また、グローバルヘ

ルス・ガバナンス、介入戦略、財源、の分析

を通し、国内外の専門家集団との連携を通じ、

我が国における知的・人的貢献のプールを作

ることを目指す。 

 

 



 
 

Ｂ．研究方法 

平成 24 年度は、各研究者は、それぞれの

研究課題について、先行研究の文献調査や

系統的レビュー、既存統計の利用による分

析と方向性の確認、我が国の保健政策分析

に必要な世界の疾病負担研究、途上国にお

ける保健財源と革新的財源の研究、介入戦

略についての系統的レビュー分析を進めた。

さらに、各種学術活動と本研究班とのシナ

ジーを測り、国際的な研究ネットワークと

の連携を図り人材育成に努めた。 

 渋谷、井上、池田らは、GBD2010 に参画

し、世界 187 か国における死亡と障害の原

因を性・年齢階級別に詳細に分析した。GBD

においては、まず、性・年齢階級別の死因

分析と疾病や障害ごとの有病率の推計が基

本となる。特に後者は、異なるデータ（世

帯調査、疫学研究、各種先行研究）の統合

が大きな鍵となり、そのために系統的レビ

ューおよびメタ分析、メタ回帰分析などを

活用した。 

一方、大きな変革期を迎えているグロー

バルヘルスに対処するためには、我が国の

国内外の保健戦略にも一貫性が必要である。

我が国の医療制度は２つの点で世界的にも

注目を集めている。まず、低コストで良好

な健康指標を実現し、公平性を徐々に高め

てきた皆保険制度は、今まさにグローバル

ヘルスの主要課題となっており、特に、高

度経済成長を迎えようとする発展途上国の

モデルとなりうること。次に、高度経済成

長期に作られた現行の制度が少子高齢化の

進む現在の日本では持続不可能になってお

り、今後どのような制度を構築していくの

か、我が国の将来ビジョンが試されている

点である。こうした観点から、渋谷は、グ

ローバルヘルスの最近潮流と我が国の戦略

についての論考をまとめた。さらに、各種

学術活動と本研究班とのシナジーを測り、

インターンの派遣を進め人材育成に努めた。 

保健医療制度の大きな目的は、保健アウ

トカムの改善とともに、医療以外の期待に

対する対応および公平な医療費の負担があ

る。「皆保険制度」導入に関しては、公平な

医療費の負担という観点は欠かせない。NCD

における医療費の負担というエビデンスが

乏しいために、ギルモーらは、バングラデ

シュにおける事例を初めて調査分析した。

バングラデシュ国において 1600 世帯を対

象とした世帯調査を行い、疾病と障害、医

療サービスの種類、治療方法、治療費用、

財源等について詳細なデータを収集した。

医療費自己負担の決定要因及び家計破たん

の危険因子の推定では、疾病や障害、その

他地理的・社会的因子を投入し、系統的レ

ビュー及びダブル・ハードルモデル、マル

チレベルモデルなどを用いた回帰分析等を

行った。 

大田らは、MDGを達成するための介入に関

する系統的レビューを実施した。本研究で

は、母子保健に関するエビデンスに基づく

効果的介入のためのコクラン系統的レビュ

ーを行い日本から世界にむけてエビデンス

を発信することで、効果的かつ効率的な保

健介入の分析を行う。 

平成 25 年度（最終年度）は、昨年度実施

された我が国の保健政策分析に必要な世界

の疾病負担研究、途上国における保健財源

と革新的財源の研究、介入戦略についての

系統的レビュー分析等の実績をふまえて、

本研究班からの成果をまとめ、特に、英文

論文や海外での学会や会議にて積極的に発



 
 

表する。 

渋谷、井上、ギルモーは、グローバスヘ

ルス評議会、ジョンゾ・ホプキンス大学ら

との連携しながら、発展途上国における NCD

対策についての研究会のコアメンバーとし

て、グローバルヘルスにおける政策と研究

について、規制、医薬品へのアクセス、

HIV/AIDS 対策からの教訓、NCD におけるプ

ライマリ・ケア、NCD の予防とコントロー

ルにおけるセクター間の協力に関して文献

調査や研究班員等との議論を行った。 

ギルモー、齋藤、ラーマンは、途上国に

おける NCD に関する健康格差の傾向を分析

し、健康格差を埋めるための効果的、そし

て費用対効果の高い介入に関する政策提言

を行うため、また、より効果的な健康保険

制度を導入するための政策に関して、先行

研究の系統的レビューを実施した。さらに、

NCD が急速に蔓延し始めている低開発国で

あるネパールを具体例として、ネパールに

おける主要疾患の罹患歴、医療費の自己負

担レベル、世帯消費額の１０％を超える高

額医療費自己負担の頻度について世帯調査

を実施し分析を行った。 

 また、NCD 予防に関する国レベルでの医

療政策と国際レベルでの医療政策の戦略を

立てるために、バングラデシュを事例とし

て、低所得国における疾病の管理（NCD の

現在の有病率、危険因子、管理）と経済負

荷 を 分 析 し た 。 2011 Bangladesh 

Demographic and Health Survey (BDHS) 

data をマルチレベルロジスティック回帰

モデルを用い、高血圧と糖尿病における意

識、治療、管理の危険因子を分析した。貧

困化は、世界保健機関と世界銀行が提示し

た手法に基づいて計算された。ポワソン回

帰分析により、貧困化の決定要因を調べた。 

 

Ｃ．研究結果 

 GBD では、早死により失われた生存年数

と障害を抱えて生きる年数の両方を考慮し

て疾病負担（DALYs）をさらに広く見ても、

この 20 年間の疾病負担の変化は劇的だ。虚

血性心疾患は現在、疾病負担の第一位の原

因だ。新生児脳症は新生児をしばしば死に

至らしめていた脳疾患だが、1990 年から

2010 年の過去 20 年間で疾病負担の原因の

トップ 10 から脱落した。このことは、飢餓

の主な原因である蛋白エネルギー栄養障害

についても同様だ。これらの疾患は、腰痛

や交通事故にとって代わられた。 

 本研究の重要な発見の一つは、子どもの

死亡率の劇的な低下である。これは従来の

先行研究の予測を凌ぎ、急激に低下してい

る。 GBD 2010 では、子どもも大人も栄養

失調になる可能性は 20 年前ほど高くない

が、栄養の偏った食生活や運動不足に陥る

可能性が高いということも明らかにした。

食事の危険因子と運動不足は合わせて 10％

の疾病負担の原因となっていて、肥満や高

血糖に起因する疾病負担は大幅に増加して

いる。 

 こうしたNCDの増加は、これまでの資金提

供やプロジェクト平成を主にした我が国の

ODAを再考させるものである。現在こうした

文脈から「皆保険制度」がトピックとなっ

てきているが、我が国の役割はどこにある

だろうか？ 

 Savedoffらの研究によると、皆保険が成

り立つ条件としては、経済成長、人口構成

が若いこと、そして、政治的後押しがある

ことの3つがあるという。我が国が皆保険を



 
 

達成した1961年前後の政治、社会経済状況

を鑑みれば、日本はまさにその３条件を満

たしていた。要するに、我が国の皆保険制

度は、加入者の負担による社会保険制度を

もとに、我が国がまだ若く経済成長のまっ

ただ中にできた、いわば発展途上国モデル

である。そして、50年後の今、この条件が

満たされつつあるのが、現在のアジアやア

フリカの多くの新興国である。第２次大戦

後、発展途上国型の皆保険制度を完璧に作

り上げた我が国のこれまでの経験と教訓こ

そが、これから世界で生かされるのである。 

 バングラデシュでは、最も罹患率の高い

疾病は熱帯感染症と NCD であり、最貧困家

庭では疾病罹患率が最も高くなっていた。

破滅的医療費自己負担（Capacity to Pay

あるいは支払い可能所得の４０％を超える

自己負担）は全世帯の９％にも上っている。

最貧困層世帯は富裕層よりも４倍の破滅的

医療費自己負担のリスクを抱えていた。世

帯の経済状況に加え、慢性疾患に罹患して

いることも主要なリスクであることが解明

された。高額医療費による家計困窮（資産

の売却や児童の退学など）は対象世帯の１

３％にも上っていた。さらに、家計困窮を

引き起こす主要な危険要因は、従来の腸チ

フスなど感染症に加え、心臓病、肝臓病、

ぜんそくであることが分かった。 

また、バングラデシュでは、大人のうち

4 人に１人が高血圧に罹患し、10 人に 1 人

が糖尿病を罹患していたことが分かった。

高血圧と糖尿病に罹患した成人人口のうち、

50%以上が自身の健康状態に関して自覚し

ておらず、高血圧に罹患した成人のうち 32%

と、糖尿病に罹患した成人のうち 14%が、

自身の健康状態を管理していた。 教育は、

糖尿病と高血圧の治療と管理に高い影響を

与えた。糖尿病のマネージメントにおいて

は社会的経済的要因な影響は見られなかっ

たが、高血圧のマネージメントにおいては、

経済状況が強い影響を与えた。 

 NCD の増大に直面する発展途上国である

ネパールでは、研究期間中(冬季)最も罹患

率の高い疾病は風邪・発熱・咳であり、全

体の 12.8％の対象人口が罹患していた。さ

らに成人(20 歳以上)では、高血圧(10.5％)

が次いで多く、糖尿病も 3.7％の成人で罹

患が見られた。 

平均して、対象地域のネパール都市部で

は総世帯消費の１０％を超える高額医療費

負担が１３．８％の世帯で発生しているこ

とが判明した。ポアソン回帰で高額医療費

自己負担の危険因子を分析したところ、糖

尿病、喘息、心臓病が最貧困層においても

主な危険因子であり、さらにすべての所得

層において外傷が高額医療費自己負担の危

険因子であることが分かった。 

 介入戦略についての系統的レビュー分析

に関しては、亜鉛の妊婦への投与による母

子健康アウトカムへの効果、母乳、条件付

き現金給付に関してのレビューを実施した。   

 亜鉛の妊婦への投与による母子健康アウ

トカムへの効果の検証の系統的レビューで

は、最終的に含まれたのは、51 論文、20 の

ランダム化比較試験で、15,000 名の女性と

その子どものアウトカムが検証された。妊

娠中の亜鉛サプリメント摂取は、早産が有

意に減少した (risk ratio (RR) 0.86, 95% 

confidence interval (CI) 0.76 to 0.97 in 

16 RCTs; 16 試験、7637 名). 低出生体重児

は有意な影響はなかった。また、死産予防

に効果のある妊娠中の介入のためのオーバ



 
 

ービューレビューは現在投稿準備中である

が、死産予防に効果のある妊娠中の介入と

しては、７つの介入の有効性が明らかにな

った。 

 先行研究のレビューから、費用対効果の

高い母乳育児の促進は、若干のインフラ整

備と介入によって改善することが可能であ

り、国内で子供の健康格差を縮小するため

の鍵となることが明らかになった。 

 さらに、最近発表されたアフリカにおけ

る研究の結果に基づき、同研究は条件付き

現金給付を用いる際の阻害要因を分析した。

条件付き現金給付の効果は、条件付き現金

給付がなされている地域におけるインフラ

の改善、そしてモニタリングによって、さ

らに改善することができることが示唆され

た。 

  最後に、世界の主なグローバルヘルス

政策機関との国際共同研究により、ガバナ

ンスの改善、セクター間の連携、そしてプ

ライマリ・ヘルスケアが、健康転換に直面

している低所得国において効果的な医療財

政システムを可能にし、持続可能性を維持

するために重要であることが分かった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究班では、先進国と新興国の生活習

慣病流行に対する新たな共通の取り組み

を提供している。平成24年度（初年度）は、

当初の予定通り、各研究者は、それぞれの

研究課題（ガバナンス、介入戦略、財源）

について、先行研究の文献調査や系統的レ

ビュー、既存統計の利用による分析と方向

性の確認、我が国の保健政策分析に必要な

データの同定行うことができた。 

 研究代表者は戦略の基礎的アイディア

を経団連でも発表し、我が国の今後の保健

医療戦略のあり方として、大きな議論を巻

き起こした。また、研究協力者の専門家を

招聘に関しては、世界銀行総会の機会を使

って、保健システム評価分析に定評のある

米国ワシントン大学のChristopher Murray

らとの意見交換をする機会を持ち、その結

果は、平成24年度12月のランセット誌に5

編の論文として掲載することができた。 

 また、本領域の研究者と最先端の学術的

交流を深めるとともに、研究の方向性や将

来ビジョンについて国際連携を推進する

こともできた。 

 国際保健コミュニティが WHO の UHC のア

ジェンダの実施とシステム構築は喫緊の課

題である。NCD の流行により持続可能性の

脅威の増大に答えようとする今こそ、具体

的な政策目標と実施が新たな保険制度の骨

組みの明確化のために不可欠である。我々

は、それらの進歩の為に我が国は以下の４

つの政策に積極的に関与して行く必要があ

ると考えられる。 

1. 多部門にまたがるコミットメント 

 社会が異なれば、NCD に対して効果的に

対応するという目的のもと、ステークホル

ダーの関わり方は、異なるパターンを持っ

ていて変化に対する抵抗には、様々なパタ

ーンが存在し、政策立案者は、複数の部門

にまたがって、改革するために最強のコミ

ットメントとして、それらのステークホル

ダーと関わることを必要とする。進歩の異

なる段階を持つ様々な社会のために、二大

政党主義と草の根支援を確実にするために、

バランスの取れた漸進的な目標を設定する

必要がある。先進国と途上国において、効



 
 

果的な多部門間の協力は、NCD の流行に対

処するための新たな制度や政策のベース作

りの達成に不可欠となる。  

2. 実績のモニタリングにおける改善:  

 業績のモニタリングは、何が上手くいき

何が上手くいかないかを理解することだ

けでなく、将来、保健システムが直面する

とされる病気の負担を理解すること、医療

財政計画に対して非感染性疾患がもたら

す価格と資源の問題を管理することが、必

要不可欠である。 NCD にとって、業績の

モニタリングとは単に疾患の終末期の状

態と関連する保健サービスの負担を測る

のではなく、特にプライマリヘルスケアサ

ービスなどの中級の保健機関におけるNCD

の定期的な管理、患者の生活の質の維持、

コスト制約などにおいて成功を示すこと

を意味する。（私的または公的を含む）医

療財政機関は、一次および二次医療施設と

薬局より得られるデータを合併させる必

要性を促し、処方実践と定期的な疾病管理

の両方が長期的医療費と病院の利用率に

いかに影響するかを理解しなければなら

ない。業績のモニタリングは、疾患の終末

期の状態の観察にとどまらず、疾患管理プ

ロセスの効率性とコストモニタリングを

することに軸足を変えていく必要がある。

データが入手可能な場所では、大規模なデ

ータセットやデータマイニングするため

の最新の手法を用い、入院患者を減らすた

めの高度なアルゴリズムを用いること、そ

して薬をパーソナライズするための高性

能の予測モデルが打ち出されるべきであ

る。データ分析とその結果報告はそれ自体

では十分ではなく、業績のモニタリングの

成功には改善されたフィードバックの過

程が必要であり、それは継続的な品質改善

の過程における医学界の参画と革新的な

遠隔医療とソーシャルマーケティングプ

ロセスがあることの両方によって、個人や

ステークホルダーに対して、予防医学に関

する調査結果を保健システムの外に報告

を押し出される。このような変化は、未だ

データ収集が発展途上にあり報告システ

ムが脆弱あるいは断片的である発展途上

国の保健システムにとって、とりわけ困難

となる。 

3. 非伝統的なセクターの医療との関わ

り: 

 セクター間協調は、伝統的に保健セクタ

ーの境界外とされる機関や組織の関与を要

求する： 企業、地域団体、宗教団体、そし

て労働組合は、セクター間協調において役

割を果たすことができ、保健機関との独自

のパートナーシップを構築することができ

る。 これらのパートナーシップは、ドナー

としての伝統的な役割を持ってきた保健分

野でないセクターのアクターをより深いレ

ベルで従事させる必要がある：彼らは保健

に関するアジェンダの設定と実施を行い、

積極的な役割を担うことができるようにし

なければならない。グローバルヘルス・コ

ミュニティーは、これらの非伝統的なアク

ターを関与させるために、伝統的な保健セ

クターの外にあるイニシアチブを招集し調

整すること、NCD と UHC 制度における議題

に関する目標を統一させること、において

より強力な役割を担っていかなければなら

ない。非感染性疾患の危険因子に対して手

がけるグローバルヘルスのプログラムは、

労働慣習、消費生活、交通、レジャー活動

をターゲットとして、狭い保健の枠組みの



 
 

外で運用される必要がある；これらの領域

のすべてにおける革新的なプログラムは、

これらのおかれる分野での主要なステーク

ホルダーの積極的な協力が必要になります。

それらステークホルダーの関与は、新しく

コミュニティを越えた、そして徐々に国家

を越えたパートナーシップを不可欠とする。 

4. プライマリ・ヘルスケアにおける近

代化:  

 これらの改革のすべてにとっても最も重

要な機関は、プライマリ・ヘルスケアに関

わる機関である。プライマリ・ヘルスケア

は、非感染性疾患の予防と管理に最適な保

健セクターの層となっており、また、患者

の幸福度を上げ、コストの削減が可能とな

る、革新的かつ学際的なシステムのための

最適なセッティングなのである（第 4 章を

参照）。しかし、一部の国では、まだプライ

マリ・ヘルスケアの枠組みの開発の発展途

上である、あるいは感染症にのみ焦点を当

てたプライマリ・ヘルスケアのシステムを

保持している状況である。プライマリーヘ

ルスケアシステムは、患者のニーズに応え

ていることを確実にし、公衆衛生プログラ

ムにおいて強力な役割を果たし、NCD の適

切な管理のための資源を有し、かつ非感染

性疾患の危険因子を対象とすることを可能

にするために、近代化されなければならな

い。保健システムレベルにおける意味とし

ては、家庭医と看護師が予防医療サービス

や公衆衛生上の介入を提供するための時間

と機会を確保できるように、疾病の早期診

断のためのサポートを強化し、決済システ

ムの構造化をはかることを指す；これによ

って、単に治療の時点での病気の症状に焦

点を当てるのではなく、調整された治療プ

ランを開発することを可能にする。前章で

示したように、NCD におけるプライマリ・

ヘルスケアの管理に成功したモデルが幅広

く存在し、最も効果的かつ適切なプライマ

リ・ヘルスケアのシステムが整っているこ

とを保証するために、それらは国や地方の

保健機関によってそのモデルを活用してい

くことができる。 

 

Ｅ．結論 

過渡期にあるグローバルヘルスのガバ

ナンス、介入戦略、財源について詳細な

検討を加えることで、わが国のグローバ

ルヘルスにおける戦略的関与とプレゼン

スおよび知的貢献の強化を行うことがで

きると考えられる。 

多くの国々が UHC に向かい動き始め ，

日本も国内の保健医療制度を維持するに

あたり課題に直面する今日、我が国の知

見を生かしながらグローバルヘルスにお

ける戦略策定とコミットメントにより，

日本には世界の保健医療の改善に大きく

貢献できる可能性がある。 
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